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Ⅰ．応募図書の種類・部数・作成方法等

１ 応募書類と種類と部数

応募書類は

①応募者（構成員）等の資格要件に関する調書及び添付資料

②事業・施設計画概要書

③事業計画書

④施設計画書

⑤概算工事費内訳書・資金計画書

⑥事業収支計画書

⑦管理運営計画書

を「① 「② 「③ 「④ 「⑤⑥⑦」の５分冊にまとめ、①については原本１部、」 」 」 」

コピー１部、①以外は各２０部提出してください。

また、配置計画図及び透視図（パース等）を別途各１部提出してください。

２ 応募書類の大きさ・表現方法等

( )応募書類は事業・施設計画概要書、事業計画書、施設計画書はＡ３版横使い片面1

使用とし、他の書類については、原則としてＡ４版縦使い横書き両面使用とし、

いずれも左とじとしてください。

ただし、Ａ４版を使用しがたい場合や様式を市が指定している場合は、Ａ３版を

使用するものとし、片面をおりこんでください。

( )書類の画質は陽画焼、又は電子コピー（白黒・カラーどちらも可）等見やすいも2

のとしてください。ただし厚みのある紙やパネル等で折り込みができない紙は使

用しないでください。

なお、主要室名等の書き込みは、直接図中に記入し、寸法はメートル法を用い、

数字は算用数字を使用してください。外国語を使用する場合はカタカナ書きとし

てください。

( )特に指定のないものについては図表・写真等の使用は自由とします。内容を的確3

に伝えられるように工夫してください。

( )応募書類の枚数は最大限の枚数を示したもので、これ以下の枚数で適切な表現を4

行ってください。
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３ 応募書類の体裁

( )表紙1

応募書類には、①を除く分冊毎に表紙をつけます。②分冊には様式 を、①②10

。（ ， ）分冊以外の分冊には１０の②の表紙を付けてください 様式－ の②参照10 10

( )各分冊毎に目次及び頁を付すとともに、写真・図表の利用、色彩等わかりやすい2

表現方法とし、効率よくまとめてください。

( )配置計画図（１／３００）及び透視図（模型写真も可とします）については、ス3

チレンボード等の軽量な材料を用いてＡ１サイズにパネル化し、別途各１部提出

してください。

( )応募書類などには企業名（テナント名など事業者の特定できるものすべて）等は4

記入しないでください。

( )フロッピーディスクの提出5

応募書類のうち様式で指定したものについては、フロッピーディスクに保存した

。 、 。ものを併せて提出してください なお 使用するソフトは下記のとおりとします

文書： または一太郎Microsoft Word

Microsoft Excel表等：

※市の使用しているソフトは ､一太郎１０，ＯＳMicrosoft Word / Excel2000

は です。したがって提出物は、市のソフト、ＯＳ環境で利用可Windows98

能な形式のものとしてください。

Ⅱ．応募書類の内容（特記のない場合は表現は自由としてください）

１ 応募者（構成員）等の資格要件に関する調書及び添付資料(応募登録関係資料)

( )応募登録申請書等1

本事業に参加を希望する民間企業（代表者となる企業）は、下記の①～⑥の書類に

所要の事項を記入し、それぞれに必要な添付書類を添えて、下記の受付期間内に受

、 （ ） 、 。付窓口へ持参 若しくは郵送 簡易書留 し 応募登録の手続きを行ってください

〔添付書類〕

応募登録申請者全員（代表者及び構成員）の定款、商業登記簿謄本及び印鑑証明

書・応募登録者全員（代表者及び構成員）の会社概要（パンフレットで可）等で、

様式５～様式９の下欄に示した書類

①応募登録申請書 《様式－４》

②設計に関する資格及び事業実績に関する調書 《様式－５》
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設計実績証明書 《様式－５の②》

③建設に関する資格及び事業実績に関する調書 《様式－６》

施工実績証明書 《様式－６の②》

④開発に関する資格及び事業実績に関する調書 《様式－７》

⑤運営・管理に関する資格及び事業実績に関する調書 《様式－８》

⑥高齢者施設運営主体の資格及び事業実績に関する調書 《様式－９》

２ 事業・施設計画概要書

事業計画書、施設計画書 の要約版とし、この事業で最も強調したい内容につ

いてＡ３版２枚以内にまとめてください。

３ 事業計画書

( )事業計画の基本的な考え方 (Ａ３版・３枚以内)1

①事業対象地の分析

社会情勢、岡山市の動向・関連施策等を踏まえ、対象地の地域性、立地特性、

周辺環境等についての分析を行い、対象地の位置づけ等について記載してくだ

さい。

②事業コンセプト (Ａ３版・４枚以内)

●実施要項に示している事業についてどのような考え方で提案を行うのか、ま

た中心市街地の活性化や周辺のまちづくりに対して対象地の整備が果たす役

割や目標を記載してください。

●導入する施設とその構成及び運用に関する基本的な考え方

●事業又は事業者の公的な貢献策、公共施設整備（特に都市公園・従前の公共

施設）の整備に対する考え方

。●岡山市の示した学校跡地活用の５つの観点に対する提案を明示してください

●地区・及び地区の住民との連携・協働等について明示してください。

（特に計画段階での住民との協働策で提案がある場合は明示してください）

４ 施設計画書

( )施設計画説明書1

下記の項目（細目があるものについては細目）毎に簡潔に説明してください。
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（ ）①施設計画等概要書 Ａ３版・２枚

提案施設の概要を《様式－ 》により作成してください。11

（ ）②配置計画 Ａ３版・６枚以内

●施設配置の方針

●動線計画（人・自動車 ・バリアフリーについての考え方・提案）

●屋外整備計画（都市公園との連携、周辺道路等との関係・緑化計画等）

●従前の公共施設の取り扱い・配置・整備内容

●駐車場についての考え方

●その他必要と思われる事項

（ ）③環境・景観計画 Ａ３版・３枚以内

●環境負荷の低減、周辺環境の向上、ライフサイクルコスト低減等について

の考え方

●周辺との調和､シンボル性等についての考え方

●その他必要と思われる事項

（ ）④安全・防災計画 Ａ３版・２枚以内

●防災・避難計画の基本的考え方、防災施設その他安全（保安）施設対策に

ついての考え方

●その他必要と思われる事項

（ ）⑤建築・設備・構造計画 Ａ３版・３枚以内

●住まい方や住宅のプランについての考え方

●その他必要と思われる事項

（ ）⑥設計建設工程計画 Ａ３版・１枚

●事前調査、補助申請、設計、建設（最終施設の竣工）までの工程計画

（概略の工程表を様式－ で作成してください）12

（ ）⑦その他特筆すべき提案についての説明 Ａ３版・２枚以内

( )施設計画図2

施設計画について次表に示す図面を作成してください。各図面については応募
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者で必要な枚数を設定し作成してください。

◆ａ～ｉの図面は基本的に横使いとし、左綴じとしてください。

◆ａ－２、ｆ－２はスチレンペーパー等を使用し簡易のパネルとしてください。

◆図面は、縮尺が指定されたものに適合していれば原図を拡大・縮小したものを使

用してもかまいません （ただし文字などが判別できないような縮小は行わない。

でください ）。

◆施設計画図の図面の種類・縮尺・サイズ・部数等

図面の種類 縮尺・サイズ等 部 数 備 考

ａ，配置図計画図 １／６００・Ａ３版 まとめて編冊

ｂ，主要階平面図 １／３００・Ａ３版 （左とじ）

ｃ，全体立面図 １／３００・Ａ３版 ２０部 ２面

ｄ，主要断面図 １／３００・Ａ３版 ２面

ｅ，代表的住戸平面図 １／１００・Ａ３版

ｆ，外観パース Ａ３版 模型写真可

ｇ，動線計画図 １／６００・Ａ３版

ｈ，周辺地域将来予想図 １／１０００・Ａ３版

ｉ，その他 適切なスケール・Ａ３版

ａ－２，配置計画図 １／３００・Ａ１版 １部のみ

ｆ－２，外観パース Ａ１版 １部のみ

５ 概算工事費内訳書・資金計画書

( )概算工事費内訳書1

下記の費用について（様式－ ）で作成してください。13

調査計画費、建築設計・監理費、現存する建築物等の解体・撤去費

建築物施設工事費（建築工事費・設備工事費）

公園施設工事費、外構工事費、近隣対策費、その他（具体的項目があげられる

ものは提示してください）

( )資金計画2

次の内容についてそれぞれ作成してください。

①開業前資金計画 （様式－ ）14

工事費（概算 、建設期間中の金利、公租公課、その他）

②開業前資金調達方法 （様式－ ）15

・自己資金、借入金、建設協力金、補助金等、その他
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補助金については関係する省庁、具体的名称を明示してください。

・資金調達の見通し

銀行等の金融機関から借り入れ（融資）を受ける場合、その概要につい

て記載してください。

６ 事業収支計画書

( )年度別事業収支計画表 （様式－ ）1 16

損益計算、資金計画等を様式－ に記載してください。16

建物譲渡価格の考え方、収入の前提条件、費用の前提条件、住宅タイプ別価

格予定表を様式 、 の②、 の③、 の④に記載してください。17 17 17 17

( )定期借地権についての考え方2

定期借地権の対象とする範囲、定期借地権の期間、賃料などについての考え

方を明示してください。

( )事業期間中の事業リスクについて3

リスクの発生予測、回避方法、負担の考え方などについて簡潔に記載してく

ださい。

７ 管理運営計画書

( )各施設の管理運営に対する組織体制、管理運営方法1

（サブテナントがある場合はその業種、募集及び選定方法）

( )メンテナンス計画（定期借地期間）2
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Ⅲ．応募提案資料の提出書類様式集

説明会参加申込

様式－１ 事業者募集要項等説明会参加申込書 Ａ４

質疑書

様式－２ 質疑書 Ａ４

様式－３ 質疑事項 Ａ４

応募登録申請

様式－４ 応募登録申請書 Ａ４

様式－５ 設計に関する資格及び事業実績に関する調書 Ａ４

様式－５の② 設計実績証明書 Ａ４

様式－６ 建設に関する資格及び事業実績に関する調書 Ａ４

様式－６の② 施工実績証明書 Ａ４

様式－７ 開発に関する資格及び事業実績に関する調書 Ａ４

様式－８ 運営・管理に関する資格及び事業実績に関する調書 Ａ４

様式－９ 高齢者施設運営主体の資格及び事業実績に関する調書 Ａ４

応募提案関係書類

様式－ 出石小学校跡地活用事業 応募書類（全体表紙） Ａ３10

様式－ の② 出石小学校跡地活用事業 応募書類（分冊表紙） Ａ４・Ａ３10

様式－ 施設計画概要書 Ａ３11

様式－ 設計・建設等工程表 Ａ３12

様式－ 概算工事費内訳書 Ａ４13

様式－ 開業前資金計画書 Ａ４14

様式－ 開業前資金調達方法 Ａ４15

様式－ 年度別事業収支計画表 Ａ３16

様式－ 建物譲渡価格の考え方 Ａ４17

様式－ の② 収入の前提条件 Ａ４17

様式－ の③ 費用の前提条件 Ａ４17

様式－ の④ 住宅タイプ別価格予定表 Ａ４17



（様式－１）

平成　　年　　月　　日

岡山市長　萩 原  誠 司　 様

住所

商号または名称

代表者氏名

連絡先

所属・職名 氏名 性別 連絡先(TEL)年齢

事業者募集要項等説明会参加申込書

当社は平成　　年　　月　　日（　）に行われる標記説明会に下表の通り　　名の参加を申し込
みます。



（様式－２）
平成　　年　　月　　日

質疑者 住所

商号又は名称

代表者氏名

連絡先

受付番号 ＮＯ．

受付年月日 平成　　年　　月　　日

「出石小学校等跡地整備事業プロポーザル事業者募集要項」　質疑書

このたび、岡山市が主催する「出石小学校等跡地整備事業プロポーザル事業
者募集要項」において、別紙の事項について質疑があるので提出します。



（様式－３）
平成　　年　　月　　日

質疑者名　　　　　

項目 配布資料ページ　　　　　　　　ページ

項目

注）質疑事項は、１問１枚として簡潔にまとめて下さい。

内容

「出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集要項」　質疑事項



（様式－４）
平成　　年　　月　　日

　　　　岡山市長　萩 原  誠 司　 様

応募者
１．代表者

（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

２．構成員
【構成員１】
（役割分担）
（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

【構成員２】
（役割分担）
（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

【構成員３】
（役割分担）
（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

【構成員４】
（役割分担）
（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

【構成員５】
（役割分担）
（住所）
（商号または名称） 社印
（代表者の役職・氏名） 印

担当者連絡先　　
商号または名称
所属
担当者名
住所
電話・ＦＡＸ

※

※

※

グループで提出する場合は、全員について記載および、押印してください。

出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集
応募登録申請書

本提案での応募登録各社の役割分担については、事業主体との関係を関係を明らかにしながら、その
役割分担について具体的に記載してください。

各様式は記載すべき内容や趣旨をあらわすものです。資料のスタイルについては原則的にこれに従
い、適宜補足してください。ただし、提案内容は簡潔に表記してください。

このたび、岡山市が主催する「出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集」
に　　　応募したいので、必要書類を添えて登録を申請いたします。



（様式－５）

平成　　年　　月　　日

設計に関する資格及び事業実績に関する調書

所 在 地

商 号

代 表 者 氏 名 印

担当者所属・氏名 印

連 絡 先 電 話

F A X

一 級 建 築 士

登 録 番 号

施 設 名

所 在 地

発 注 者

建 物 種 類

施 設 延 床 面 積 ㎡

施 設 の 高 さ ｍ

階 数

設 計 実 施 期 間

備 考

※１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入してください。
※以下の資料を添付してください。
◇一級建築士事務所登録を証明する書類
◇上記業務実績を示す資料

※ISOを取得している場合は備考欄に取得内容を記入してください。

集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他（　　　　　　）

地上　　　　階　　　　　　地下　　　　階

提案内容と同等以上の規模及び高さの建物の設計実績（代表的なもの１つ）

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月



（様式－５の②）

平成　　年　　月　　日

設計実績証明書

申請者　　　 住所

会社名

代表者名 印

施 設 名

所 在 地

発 注 者

建 物 種 類

円（総額）のうち

円（　　％）

施設延床面積 ㎡

施 設 の 高 さ 　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｍ

階 数

工 期

備 考

平成　　　年　　　月　　　日

発注者　　 住所

氏名 印

私儀（請負者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）は岡山市が行う
出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集の応募登録に必要なため、下記の通り設計
したことを証明願います。

上記設計実績のとおり、相違ないことを証明します。

請負代金額

集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他（　　　　　　　　）

地上　　　　階　　　　　　地下　　　　階

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月



（様式－６）

平成　　年　　月　　日

建設に関する資格及び事業実績に関する調書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 　　印

担当者所属・氏名 　　印

連 絡 先 電 話

F A X

建 設 業 許 可 番 号

経 営 事 項 審 査 総合評点（建築一式） 点

施 設 名

所 在 地

発 注 者

建 物 種 類

施 設 延 床 面 積 ㎡

施 設 の 高 さ ｍ

階 数

工 期

備 考

※ISOを取得している場合は備考欄に取得内容を記入してください。

提案内容と同等以上の規模及び高さの建物の建設実績（代表的なもの１つ）

集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他（　　　　　　）

地上　　　　階　　　　　　地下　　　　階

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月

※１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入してください。

◇上記業務実績を示す資料

※以下の資料を添付してください。
◇特定建設業許可を証明する書類
◇経営事項審査結果通知書



（様式－６の②）

施工実績証明書

申請者　　　 住所

会社名

代表者名 印

施 設 名

所 在 地

発 注 者

建 物 種 類

円（総額）のうち

円（　　％）

施設延床面積 ㎡

施 設 の 高 さ 　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｍ

階 数

工 期

備 考

平成　　　年　　　月　　　日

発注者　　 住所

氏名 印

平成　　年　　月　　日

地上　　　　階　　　　　　地下　　　　階

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月

私儀（請負者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）は岡山市が行う
出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集の応募登録に必要なため、下記の通り施工
したことを証明願います。

上記施工実績のとおり、相違ないことを証明します。

請負代金額

集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他（　　　　　　　　）



（様式－７）

平成　　年　　月　　日

開発に関する資格及び事業実績に関する調書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 　　印

担当者所属・氏名 　　印

連 絡 先 電 話

F A X

過去１０年間での供給戸数 岡山市内　　　　　　戸、　全国　　　　　　戸

施設名又は事業名

所 在 地

住 宅 の 種 類

住 戸 数 戸

施 設 延 床 面 積 ㎡

うち、住宅部分　　　　　　　　　　　　　　　㎡

うち、商業・業務施設部分　　　　　　　　　　㎡

共 用 開 始 年 月

◇上記供給戸数、業務実績を示す資料　　

※ISOを取得している場合は備考欄に取得内容を記入してください。

平成　　　年　　　月

※以下の資料を添付してください。

※１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入してください。

備 考

過去１０年間における、集合住宅を含む延床面積１０，０００㎡以上の複合

賃貸　・　分譲

開発における不動産開発業務実績（代表的なもの１つ）



（様式－８）

平成　　年　　月　　日

運営・管理に関する資格及び事業実績に関する調書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 　　印

担当者所属・氏名 　　印

連 絡 先 電 話

F A X

宅地建物取引業許可番号

創 業 年 月

売 上 高

主な取引先

　　（不動産管理）

◇上記業務実績を示す資料　　

※ISOを取得している場合は備考欄に取得内容を記入してください。

■営業年数、売上実績

３年間の平均売上高

不動産管理業務の
営 業 実 績 年 数

※１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入してください。
※以下の資料を添付してください。

備 考



（様式－９）

平成　　年　　月　　日

高齢者施設運営主体の資格及び事業実績に関する調書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 印

担 当 者 所 属 ・ 氏 名 　　　　　　　　　印

連 絡 先 電 話

F A X

事 業 所 番 号

指 定 年 月 日

岡山市内における高齢者の処遇経験（主なものを１つ）

サ ー ビ ス の 種 類

実 施 場 所

開 始 時 期

施設名又は協力医療機関名 所在地（市区町村） 協力に係る協定締結の準備状況

※社会福祉法人もしくは医療福祉法人については、上記資料に類する資料を添付してください。

◇法人税納税証明書（地方税に係るものを含む。事業者募集要項公表日以降に交付されたもの。）　　　　　　　　　　　　

◇定款（最近のもの）

◇会社・団体概要（最新のもの）

◇印鑑証明書（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）

◇使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は随意。）

※高齢者施設運営主体に係る以下の資料を添付してください。（該当するもののみで結構です。）

バックアップ施設又は協力医療機関

◇指定介護保険事業者であることを証明する書類

◇バックアップ施設又は協力医療機関に関する資料（パンフレット等を含む）

◇法人登記簿謄本（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）

◇貸借対照表（直近実績３年分）

◇損益計算書（直近実績３年分）

◇利益処分及び損失の処理に関する議案（直近実績３年分）

◇上記処遇経験を証明する資料



（様式－１０）

平成　　年　　月　　日

応募登録番号

１．代表者

（住所）

（商号または名称） 社印

（代表者の役職・氏名） 印

２．構成員

【構成員１】 【構成員４】

（住所） （住所）

（商号または名称） 社印 （商号または名称） 社印

（代表者の役職・氏名） 印 （代表者の役職・氏名） 印

【構成員２】 【構成員５】

（住所） （住所）

（商号または名称） 社印 （商号または名称） 社印

（代表者の役職・氏名） 印 （代表者の役職・氏名） 印

【構成員３】

（住所）

（商号または名称） 社印

（代表者の役職・氏名） 印

このたび、岡山市が主催する「出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者
募集」に必要書類を添えて応募します。

出 石 小 学 校 跡 地 整 備 事 業  プ ロ ポ ー ザ ル
　応 募 書 類



（様式－１０の②）

平成　　年　　月　　日

応募登録番号

分冊 NO.

【　目次　】

応募書類名

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

出 石 小 学 校 跡 地 整 備 事 業 プ ロポーザル
　応 募 書 類

下記の資料を添えて、出石小学校跡地整備事業プロポーザル事業者募集に応募します。



（様式－１０の②）

平成　　年　　月　　日

応募登録番号

分冊 NO.

【　目次　】

応募書類名

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

・ ･･･････

出石小学校跡地整備事業プロポーザル
応 募 書 類

下記の資料を添えて、出石小学校跡地整備プロポーザル事
業事業者募集に応募します。



(様式－１１）

施設計画等概要書

権利
区分

土地の権利の態様
(注1)

該当する敷
地面積

棟番号(注3) 主な建物等用途 備考(注4)

合計 　
11,023㎡

　

階数
延べ床面積(㎡)

建築面積
(㎡) 備考(注3)

最高高さ(m) 容積対象面積(㎡) 屋根 外壁
構造種別 容積率(%) 建ペイ率(%)

１．土地の権利関係

※応募者の提案に応じて、項目を追加・修正すること。また、配置図等で権利区分を明確にすること。

(注2)権利区分に対応する敷地面積を記載すること。なお、当該面積の合計は学校用地面積(11,023㎡)とすること。

(注3)棟番号を記載すること。なお、同一権利の敷地において、建物を複数棟建設する場合は、棟番号を分けて記載する
と

①

②

２．建築基準法における敷地・建物概要
敷地
区分

敷地面積(注1) 棟番号(注2) 建物等用途(注2) 外部主要仕上げ

Ａ

Ｂ
(注1)建築基準法の１敷地とする単位ごとに記載すること。なお、当該面積の合計は学校用地面積(11,023㎡)とすること。
(注2)棟番号を記載すること。なお、同一敷地において、建物を複数棟建設する場合は、棟番号と建物等用途をを分けて記載すること。

(注3)駐車場方式及び駐車台数を記載すること。また、その他特記事項があれば記載すること。

※応募者の提案に応じて、項目を追加・修正すること。また、配置図等で、敷地区分を明確にすること。

(注1)建物所有者から見た土地の権利区分ごとに、一般定期借地権、事業用借地権、もしくは所有権(コミュニティハウス等の場合)等を記載すること。

(注4)一般定期借地権で、分譲マンション以外の用途との併設もしくは別棟もある場合、分譲マンション購入者全体が占める敷地利用権の考え方(範囲・持分等)について
記載すること。また、その他特記事項があれば記載すること。



(様式－１１）

店舗
面積(㎡) 戸数 面積(㎡) 面積(㎡) 面積(㎡) 台数

合計

住宅

３．棟別の各階面積概要(注1)
棟番号(１）

階数 床面積(㎡)

容積対象面積

(注3)棟別に上表を作成すること。なお、既存施設を残す場合は不要。

※応募者の提案に応じて、用途を追加・修正すること。

容積対象外面積

備考

専有面積もしくは賃貸面積等
共用部分
面積(㎡)

共用部分
面積(㎡)

駐車場



（様式－１２）

設計建設工程計画表

年度月
平成　　　年 平成　　　年 平成　　　年 平成　　　年 平成　　　年

項目 １月 ７月 １月 ７月 １月 ７月 １月 ７月 １月 ７月

事前調査

補助申請

設計

建設

※工事に支障となる公益施設などを仮移設する場合は、その工程についても記入のこと。

※工区を何工区かに分ける場合は工区毎に工程を分け、その工区にどのような施設が含まれるか分かるようにすること。

※応募者の提案に応じて、項目を追加・変更すること。



（様式－１３）

平成　　　年　　　月　　　日

概算工事費内訳書

合計
構成比
（％）

備考

消防庫機庫 大気観測所 ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾊｳｽ

建築工事費

設備工事費

公園施設工事費

外構工事費

近隣対策費

その他

合計

(単価　　千円/㎡) (単価　　千円/㎡) (単価　　千円/㎡) (単価　　千円/㎡) 100%

（注１）公共施設の移築費は「その他」に計上してください。
（注２）保育園の建設費は計上しないでください。

建築物施設工事費

費用内訳項目

建築設計・監理費

現存する建築物等
の解体・撤去費

調査計画費

公共施設以外
の整備に要す
る費用（百万

円）

公共施設の整備に要した費用（百万
円）



（様式－１４）

平成　　　年　　　月　　　日

開業前資金計画書

金　額 算出法 備考

工事費（概算）

地代

開業費

公租公課（注：不動産取得税等）

建設期間中の金利

その他

開業前必要資金合計

（注１） 地代は備考欄に工事期間中の地代負担の考え方を記載し、算定すること。

（注２） その他は、予備費等のその他必要となるすべての初期資金を記入すること。

項　目



（様式－１５）

平成　　　年　　　月　　　日

開業前資金調達方法

項目 金額 出資者・金融機関名

自己資金

長期借入金

敷金

保証金

建設協力金

補助金

その他

開業前資金調達合計

（注１）開業前資金調達合計は、開業前必要資金合計と等しくなるようにすること。

（注２）長期借入金・敷金等借入金については返済条件、敷金・保証金・建設協力金については賃料に対する月数等の

　　　　算定根拠を、概要・備考欄に記載すること。

（注３）建設協力金とは、建築資金の一部として、開業前にテナント予定者から受け入れる一時金をいう。

概要・備考



（様式－１６） 平成　　　年　　　月　　　日
年度別事業収支計画表

開業前 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

Ａ 店舗

Ｂ 分譲住宅（百万円）

Ｃ 高齢者施設（百万円）

Ｄ 駐車場（百万円）

年間賃貸収入計（百万円）

年間共益費収入（百万円）

その他収入（百万円）

営業収入合計（百万円）　①

修繕費（百万円）

維持管理費（百万円）

年額地代（百万円）

建物公租公課

損害保険料（百万円）

減価償却費（建物）　③-1

減価償却費（設備）　③-2

営業費用合計（百万円）　②

支払利息

受取利息

税引前利益

税引前利益累計

所得税・住民税等

税引後当期利益

税引後利益累計

前期剰余金累計　④

営業収入（百万円）

受取利息（百万円）

長期借入金等（百万円）

建設協力金等（百万円）

入金合計（百万円）　⑤

償却前営業費用（百万円）　②－③

所得税・住民税等（百万円）

借入金元利支払（百万円）

資本的支出（百万円）

出金合計（百万円）　⑥

剰余金累計（百万円）　④+⑤-⑥

長期借入金残（百万円）

建設協力金残（百万円）

敷金・保証金残（百万円）
（注１）賃料収入には敷金等の運用益は含めないこと。

（注２）資金計画上、剰余金がマイナスとなる場合、短期借入金を計上し、翌年度の支払利息に長期借入金と合わせてその利息分を計上すること。

（注３）開業前時点での資金計画における自己資金・長期借入金・建設協力金は（様式－１５）の金額を記載すること。

（注４）開業前時点での資金計画における資本的支出は、（様式－１４）の必要資金合計額とし、開業後の資本的支出は、大規模修繕・設備更新等を計画する場合に記載すること。

（注５）転定期借地権付分譲により、一般定期借地期間の管理運営事業と分離される事業については、次表の施設譲渡価格等の考え方に記載すること。また、用途等の項目については、本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記載すること。
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（様式－１６） 平成　　　年　　　月　　　日
年度別事業収支計画表

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

Ａ 店舗

Ｂ 分譲住宅（百万円）

Ｃ 高齢者施設（百万円）

Ｄ 駐車場（百万円）

年間賃貸収入計（百万円）

年間共益費収入（百万円）

その他収入（百万円）

営業収入合計（百万円）　①

修繕費（百万円）

維持管理費（百万円）

年額地代（百万円）

建物公租公課

損害保険料（百万円）

減価償却費（建物）　③-1

減価償却費（設備）　③-2

営業費用合計（百万円）　②

支払利息

受取利息

税引前利益

税引前利益累計

所得税・住民税等

税引後当期利益

税引後利益累計

前期剰余金累計　④

営業収入（百万円）

受取利息（百万円）

長期借入金等（百万円）

建設協力金等（百万円）

入金合計（百万円）　⑤

償却前営業費用（百万円）　②－③

所得税・住民税等（百万円）

借入金元利支払（百万円）

資本的支出（百万円）

出金合計（百万円）　⑥

剰余金累計（百万円）　④+⑤-⑥

長期借入金残（百万円）

建設協力金残（百万円）

敷金・保証金残（百万円）
（注１）賃料収入には敷金等の運用益は含めないこと。

（注２）資金計画上、剰余金がマイナスとなる場合、短期借入金を計上し、翌年度の支払利息に長期借入金と合わせてその利息分を計上すること。

（注３）開業前時点での資金計画における自己資金・長期借入金・建設協力金は（様式－１５）の金額を記載すること。

（注４）開業前時点での資金計画における資本的支出は、（様式－１４）の必要資金合計額とし、開業後の資本的支出は、大規模修繕・設備更新等を計画する場合に記載すること。

（注５）転定期借地権付分譲により、一般定期借地期間の管理運営事業と分離される事業については、次表の施設譲渡価格等の考え方に記載すること。また、用途等の項目については、本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記載すること。
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（様式－１７）

建物譲渡価格の考え方
①該当敷地面積
②該当建物延べ面積

※本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記載すること。

建物名 譲渡価格 算定根拠(注1)

(注1)例えば、分譲マンションの場合、予定する平均住戸面積、平均分譲単価、平均分譲総額、地代と保証金の考え方等により、販売計画
や算定根拠等が把握できるよう記載すること。



（様式－１７の②）

収入の前提条件

単価(千円) 単位(月等)

　

※本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記載すること。

用途 面積(㎡)

年額収入(原則、初年度)

年額(千円) 改定時期・率 備考
単価稼働率・

入居率性格(注1)

(注1)｢賃料｣、｢分譲｣、｢共益費｣等の収入の性格を記載すること。



（様式－１７の③）

費用の前提条件
費目 年額(初年度)千円 算定根拠 変動時期・率 備考
修繕費
維持管理費
地代
建物公租公課
損害保険料
減価償却費

※本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記載すること。



（様式－１７の④）

住宅タイプ別価格予定表

住宅タイプ名 形式 専用面積 建設原価（予定）販売価格（予定） 共益費 賃　　料 その他の費用 内　　　訳

（㎡） （円） （円） （円） （円） （円）

（注１）形式については、○ＬＤＫ、○ＤＫなどの記入をしてください。




